
（様式２） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

地方出先機関名 地方入国管理局 府省名 法務省 

事務・事業名 収容施設の運営等業務 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

① .  施設の管理・運営 2. 研修  3. 国家試験等  4. 相談 5. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 10.その他  

事務・事業の概要等 退去強制事由に該当すると思われる外国人を収容するための地方入国管理局の収容場及び入国者収容所 

（施設等機関）の管理・運営 

事務・事業に係る予算額(20 年度) 積算困難 

事務・事業に係る定員（20 年度） ４４０人 

業務量に関連する指標の実績値 ６８３，４６５（年間延べ収容人員） 

外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

① 退去強制事由に該当すると思われる外国人を収容するための地方入国管理局の収容場及び入国者収容所

における被収容者に係る監視業務（権限行使を伴わない補助的業務） 

②  関東ビル管理連合協同組合ほか 

③ 一般競争入札 

④ ５６９，０１７（千円） 

⑤ なし 

市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

１． 可 

②． 否 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 

2. 入札実施予定時期 

3. 事業開始予定時期 

4. 契約期間 

市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

 

 

 

 

 外国人被収容者の処遇業務に従事している入国警備官は，被収容者の入出所における手続，運動場等収容

施設内での行動状況の把握を通じた保安事故の防止のほか，収容施設内での非常事態発生時の対応特に暴行

や騒擾事案に関わった者を実力行使をもって制圧し混乱を速やかに収拾するなど，収容施設内の規律秩序の

維持を図るという業務に従事しているところ，大規模な収容施設での監視ボックスにおける監視やモニター

を通じた監視については，権限行使を伴わない補助的業務として民間委託を実施している一方，収容施設全

体の管理・運営については公権力の行使に関わるものであるため，新たに民間事業者等が参入する余地はな

い。 



（様式２） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

地方出先機関名 地方入国管理局 府省名 法務省 

事務・事業名 外国人の入国在留手続に関する総合案内相談業務 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

１.  施設の管理・運営 2. 研修  3. 国家試験等  ④. 相談 5. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 10.その他  

事務・事業の概要等 外国人等に対する入国，在留等，入国管理局の諸手続についての案内，相談業務及び人身取引被害者が 

出頭してきた際の窓口 

事務・事業に係る予算額(20 年度) １５２，４１９（千円） 

事務・事業に係る定員（20 年度） ０人 

業務量に関連する指標の実績値 １，２２４，７５１（相談件数） 

外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

① 外国人等に対する入国，在留等，入国管理局の諸手続についての案内，相談業務及び人身取引被害者が 

出頭してきた際の窓口 

② （財）入管協会 

③ 随意契約（企画競争） 

④２０４，８０１(千円)  

⑤なし 

市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

① ．可 

２ ．否 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 民間競争入札 

2. 入札実施予定時期             平成２０年度中 

3. 事業開始予定時期             平成２１年４月 

4. 契約期間                 平成２１年４月から１年間 

市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

 

 

 

 



（様式２） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

地方出先機関名 地方入国管理局 府省名 法務省 

事務・事業名 不法就労防止に係る広報業務 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

1. 施設の管理・運営 2. 研修  3. 国家試験等  4. 相談 ⑤. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 10.その他  

事務・事業の概要等 我が国に２０万人潜在している不法滞在者の大半が不法就労活動に従事しているものと思われるところ，

法務省では関係行政機関とも連携・協力して，不法就労防止キャンペーンを毎年実施しており，その一環と

して広報用のポスター及びパンフレットを作成し，雇用主や外国人本人に配布するなどして，不法就労を行

わないように周知を図ることとしている。 

事務・事業に係る予算額(20 年度) 積算困難 

事務・事業に係る定員（20 年度） ０人（他の通常業務の傍ら，各局１人が兼務している。） 

業務量に関連する指標の実績値 ４１１，２３２（平成１９年末現在の就労資格に係る外国人登録者数，平成２０年１月１日現在の不法残留

者数，平成１９年退去強制手続きをとった外国人数，の合算） 

外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

① 不法就労防止キャンペーンに係る広報用ポスター及びパンフレットの作成 

② ヨシダ印刷（株） 

③ 一般競争入札（総合評価落札方式） 

④ ４，３０５（千円） 

⑤ なし 

市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

１．可 

② .否 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 

2. 入札実施予定時期 

3. 事業開始予定時期 

4. 契約期間 



市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

 

 不法就労防止に係る広報については，不法滞在・不法就労問題についての現状を踏まえ，その年度におけ

る広報活動の取組方針を本省において企画・立案し，その一環として地方入国管理局では期間を定めたキャ

ンペーンを行うこととしており，従って業務全体を民間委託することは馴染まない。 

また，本事業に係る主たる予算は，不法就労防止に係る広報用ポスター及びパンフレットの印刷製本費及

び翻訳料であり，業務委託等を前提とした市場化テストには馴染まない。 

 

 

 

（記載要領） 

 

１．「事務・事業の類型」について 

「事務・事業の類型」には、次の例を踏まえ、事務・事業が該当する項目に○を付してください。なお、対象となり得る事務・事業は、以

下の例に限定されるものではありません。 

 ＜施設の管理・運営＞ 

 警備・清掃・受付・設備管理・施設利用の促進・利用者へのサービス提供等及び各業務の総合調整等を含めた、施設の管理・運営に係る一

連の業務。なお、施設には、事務所、ホール、研修教育施設、宿泊施設、展示施設なども含む。 

 ＜研修＞ 

 内部向け及び外部向けの研修に係るカリキュラム作成・テキスト作成・講師選定等の一連の企画業務、及び研修実施の広報・受講者の募集・

研修の実施・アンケート実施等の一連の研修実施業務。なお、研修には、職業訓練等も含む。 

 ＜国家試験等＞ 

 試験問題の作成・受験者募集及び登録・会場の確保・試験の実施・採点・結果の公表等、国家試験実施に係る一連の業務。 

 ＜相談＞ 

 各種行政相談等に係る業務（相談受付・回答、関連機関との連携、情報の蓄積等）。 

 ＜広報・普及啓発＞ 

 政策や研究成果等の広報・普及啓発に係る企画・運営業務（新聞・テレビ広告、イベント・セミナー・キャンペーン等の企画・実施、ＨＰ

作成、雑誌・書籍の作成等）。 

 ＜検査検定＞ 

 製品、設備、貨物、農林水産物等の検査検定（法令等に規定された基準への適合性を確認・証明）に係る業務（受付、検査検定の実施、通



（様式２） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

地方出先機関名 地方入国管理局 府省名 法務省 

事務・事業名 出入国管理 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

1. 施設の管理・運営 2. 研修  3. 国家試験等  4. 相談 5. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 ⑩.その他  

事務・事業の概要等 入国審査官による外国人の上陸審査・出国確認，日本人の帰国確認・出国確認 

事務・事業に係る予算額(20 年度) 積算困難 

事務・事業に係る定員（20 年度） ９１０人 

業務量に関連する指標の実績値 ５１，１９９，３９７（平成１９年の外国人入国者及び出国者数，日本人の出帰国者数，の合算） 

外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

 

市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

１ .可 

②  .否 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 

 

2. 入札実施予定時期 

 

3. 事業開始予定時期 

 

4. 契約期間 

市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

 

 外国人に対する上陸審査及び出国確認，日本人に対する出国・帰国の確認は入国審査官が法令の規定に基

づき直接執行するものであって，国籍を問わず偽変造旅券の有無及び要注意人物か否かの確認を行うほか，

特に外国人に対しては，上陸審査における指紋及び顔写真の提供義務履行を求め，また，その上陸の許否を

判断し，あるいは出国確認を留保するなど公権力の行使を伴うとともに，日本人の出帰国確認に際しても，

日本人になりすました外国人がいる可能性も否定できないことから，引き続き入国審査官に行わせるべきで

あり，新たに民間事業者等が参入する余地はない。 

 



（様式２） 

市場化テストの実施に関する回答（事務・事業単位） 

地方出先機関名 地方入国管理局 府省名 法務省 

事務・事業名 在留手続の窓口業務 

事務・事業の類型 

 ※ 該当する類型に○印を付けること 

1. 施設の管理・運営 2. 研修  3. 国家試験等  4. 相談 5. 広報・普及啓発 

6. 検査検定 7. 徴収 8. 統計調査  9.公物管理 ⑩.その他  

事務・事業の概要等 在留許可更新許可申請，就労資格証明書交付申請等の受付及び就労資格証明書等の引渡し（今後見込まれ

る市町村が行う外国人登録制度の廃止，在留カードによる入管の一元管理に伴う窓口業務も含む。） 

（「引渡し」には，法令により入国審査官が行うこととされている，各種許可証印等に係る事務を除く。） 

事務・事業に係る予算額(20 年度) 積算困難 

事務・事業に係る定員（20 年度） ０人（他の通常業務の傍ら，各局１人が兼務している。） 

業務量に関連する指標の実績値 １，３８１，８９１（申請受理件数） 

外部資源の活用状況 

（外部委託を実施している場合） 

① 在留許可更新許可申請，就労資格証明書交付申請等の受付 

② （株）ウインほか 

③ 一般競争入札ほか 

④ ３３，６７２（千円） 

⑤ なし 

市場化テストの実施の可否 

※ 該当する方に○印を付けること 

① .可（既に受付業務について民間競争入札を実施済） 

２  .否 

市場化テストを実施する場合 1. 入札種別（官民競争入札又は民間競争入札） 民間競争入札 

2. 入札実施予定時期             平成２０年度中 

3. 事業開始予定時期             平成２１年４月 

4. 契約期間                 平成２１年４月から１年間 

市場化テストを実施しない場合

の理由 

 

 

「新たな在留資格制度」の導入に伴う窓口業務の在り方については制度設計にあわせて今後検討する予定。 
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